
 

 
 

 
大町市では、大町市堆肥センター管理運営業務について、地方自治法第２４４条の２

第３項及び大町市堆肥センター設置及び管理に関する条例の規定に基づき、当該施設

の指定管理者（管理運営を実施する団体）を募集します。 
 
１ 募集の概要 
（１）指定の期間 
   令和６年４月１日から令和１１年３月３１日までの５年間とします。 

※指定の期間は、市議会の議決を経て正式に決定します。 

※指定後であっても、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認め 

られる場合には、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部又は一部の停

止を命ずることがあります。（地方自治法第２４４条の２第１１項） 

（２）施設の概要 
  ・名 称    大町市堆肥センター 
  ・所在地    大町市八坂７８０５番地 
（３）設置目的 
   大町市堆肥センター設置及び管理に関する条例により「ごみの減量化と循環型

社会の構築を推進すること」を目的とする施設です。 
 
２ 施設の管理運営に関する基本的事項 
 指定管理者に行っていただく施設の管理に関する基本的事項は、次のとおりです。 
 詳しくは「大町市堆肥センター指定管理者業務仕様書」を参照してください。 
（１）指定管理者が行う業務の範囲 
  ア 堆肥センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 
  イ 生ごみ堆肥及び牛ふん堆肥の生産に関する業務 
  ウ 生産した堆肥の有機認証に関する業務 
  エ 生産した堆肥の販売に関する業務 
  オ その他付帯する業務 
（２）堆肥の販売料金 
  ア 堆肥の販売料金は、大町市堆肥センター設置及び管理に関する条例第６条第

２項の定める額とします。 
  イ 堆肥の販売料金は消費税が課税となることから、消費税込みの額とします。 
  ウ ２トントラック１台を販売の単位とした堆肥の販売の範囲は、市内に限るも

のとし、当該販売料金には、運搬に係る経費を含むものとなります。 
（３）指定管理料 
   指定管理業務に係る経費は、事業計画書など掲示のあった金額を参考に、予算編

成過程や予算の議決を経て、次年度の年度協定を締結する中で決定します。なお、

大町市堆肥センター指定管理者募集要項 



 

決算により損失が生じた場合であっても、市は増額等による補填は行いません。指

定管理料の算定にあたっては、施設所管課において当該施設の設置目的や特性を

踏まえ、施設の運営基準、職員配置、過去の実績等を十分精査した上で見積もった

ものをベースに算定します。 

  ア 指定管理料の支払い 

   予算の範囲内で、別途年度ごとに締結する協定の中で、金額、支払時期、方法等

を定め支払います。 

 

３ 申請者の資格 
（１）当施設の指定管理者を申請できることができる法人及び団体の代表者の資格は 

次のとおりとします。 
ア 地方自治法施行令第１６７条の４に規定する者に該当しない者であること。 
イ 国及び地方自治体からの指名停止期間中でないこと。 
ウ 会社更生法第１７条又は民事再生法第２１条の規定による更生手続又は再生 
手続の開始の申立てがなされた場合は、更生手続の開始決定又は再生計画の認 
可決定がなされていること。 

エ 最近１年間の法人税、消費税、地方消費税、法人事業税、市県民税、固定資産 
税及び都市計画税を滞納していないこと。 

オ 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力 
団、又はその構成員若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過し 
ない者の統制下にある団体に該当しないこと。 

（２）役員（法人の監査役及び監事を含む。）のうち、次のいずれかに該当する者がい

ないこと。 
  ア 成年被後見人又は被補佐人 
  イ 破産者で復権を得ない者 
  ウ 禁錮以上の刑に処され、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受ける 

ことがなくなった日から２年を経過しない者 
（３）指定期間中、安全円滑に対象施設を管理運営できる者とする。なお、団体の場 

合は必ずしも法人格を必要としませんが、個人では申請することができません。 
（４）堆肥の製造方法は、「ＨＤＭシステム」好気性発酵分解による堆肥製造が出来る

法人及び団体。 
 
４ 提出書類 

この要項により指定管理者の指定を受けようとする者は、提出期間内に次の書類

を市長に提出してください。 
（１）指定申請書 様式第１号（大町市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する 

条例施行規則（以下「規則」という。）第２条関係） 
（２）大町市堆肥センターの事業計画書 様式第２号（規則第２条関係） 



 

 
（３）大町市堆肥センターの指定管理期間における収支予算書 様式第３号（規則第２

条関係） 
なお、様式２号及び様式第３号の要件を満たす独自の事業計画及び収支予算書 

を作成し提出しても差し支えありません。 
（４）定款又は寄附行為の写し及び登記簿謄本（法人以外の団体にあっては、会則等） 
（５）法人の経営状況を示す書類 （③以外は直近２事業年度分） 

ア 貸借対照表及び損益計算書又はこれに類する書類（法人以外の団体にあって 
は、団体の収支決算書） 

イ 財産目録、事業報告書 
ウ 当該事業年度の法人の事業計画書、収支予算書 

（６）納税証明書（直近２事業年度分） 
ア 法人税、消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明書（国税 
通則法施行規則別紙９号書式その３の３） 

イ 団体等所在地の県税（法人事業税、法人県民税）に係る納税証明書 
ウ 団体等所在地の市税（法人市民税、固定資産税及び都市計画税）に係る納税証 
明書  ※納税義務がない場合は申立書 

（７）労働保険（労災・雇用）の加入を確認できる書類：労働局又は労働保険事務組合

発行の労働保険料の領収書の写し（直近の年度分） 
（８）健康保険・厚生年金保険の加入を確認できる書類：年金事務所等発行の保険料納

入告知額・領収済通知書の写し（直近３ヶ月） 
※加入の必要がなく、（７）、（８）のいずれかの領収書の写し等が提出できない場合

は申立書 
（９）同種の施設の指定管理を行っている場合には、その内容がわかる資料 
 
５ 募集期間等 
（１）募集要項等の配布場所 
   大町市生活環境課環境衛生係 
   〒398‐8601 大町市大町３８８７番地 
   電話：0261－22－0420（内線 462） ＦＡＸ：0261－23－4304 

   Ｅメール：seikatsu@city.omachi.nagano.jp 
 
（２）配布期間 
   令和５年９月８日（金）から令和５年１０月６日（金）まで 

（午前 8時 30分から午後 5時 15分まで） 

   ※募集要項については、大町市のホームページからダウンロードできます。 



 

 

（３）申請書の提出先及び提出期限 
・申込書の受付期間 

令和５年９月１４日（木）から令和５年１０月６日（金）まで 

（午前 8時 30分から午後 5時 15分まで） 

・提出先       募集要項配布場所と同じです。 
・提出部数      正本１部、副本１１部の計１２部を提出してください。 
・留意事項      提出期限以後の変更及び追加は認めません。 

             申請書類は、理由の如何に関わらず返却しません。 
６ 募集要項に関する質問受付 

募集要項の内容等に関する質問を以下のとおり受け付けます。 

受付期間：令和５年９月１４日（木）から令和５年９月２１日（木）まで 

受付方法：質問書に記入のうえ、Eメールに添付又は FAXにて送信してください。 

回答方法：令和５年９月２７日（水）から市のホームページで公表します。 
 
７ 指定管理者の選定等 
（１）指定管理者選定の方式 
   指定管理者の選定は公募型プロポーザル方式を採用します。 

指定管理者選定審査会（以下、「選定審査会」という。）を設置し、選定審査会が

指定管理者の候補者を選定します。 
（２）応募者の審査 

施設所管課等において書類審査を行い、その結果を選定審査会へ報告します。 
選定審査会においては、施設所管課等の審査結果並びに必要に応じてプレゼン

テーションを実施し、指定管理者の候補者を選定します。 
（３）審査結果の通知及び公表 
   審査結果については、応募書類を提出した応募者全員に対して通知するととも 

に、ホームページへの掲載等により公表します。 
（４）協定の締結 

大町市と指定管理候補者は細目について協議を行い、仮協定を締結します。また、

指定議案及び予算の議決後、正式な協定とみなされます。 
 
８ 選定の基準等 
（１）選定基準 

大町市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例第４条の規定によります。 
ア 事業計画書による公の施設の運営が住民の平等利用を確保することができる

ものであること。 
イ 事業計画書の内容が公の施設の効用を最大限に発揮させるとともに、その管

理に係る経費の縮減が図られるものであること。 
ウ 事業計画書に沿った管理を安定して行う物的能力及び人的能力を有するもの



 

であること。 
（２）審査項目 
   大町市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則に規定する申

請書類等に基づき審査を行います。 
ア 管理運営を行うにあたっての経営方針 
イ 安全・安心面からの管理の具体策など特徴的な取組について 
ウ 施設の管理について（従業員の配置、従業員の研修計画、経理の方法） 
エ 施設の運営について（年間の自主事業計画、サービスを向上させるための方策、

利用者の要望の把握及び実現策、利用者のトラブルの未然防止と対処法） 
オ 施設の有効活用について（施設の活用方策と地域に密着したサービスの充実） 
カ 個人情報の保護の措置について 
キ 緊急時対策について（防犯、防災の対応） 
ク 団体の理念について（団体の経営方針、指定管理者を申請した理由、施設の現

状に対する考え方及び将来展望） 
  ケ その他 
 
９ 応募に際しての留意事項 
（１）接触の禁止 
   選定審査会委員、本件業務に従事する本市職員及び本件関係者に対し、本件応募

についての接触を禁じます。接触の事実が認められた場合は失格となることがあ

ります。 
（２）応募内容の変更禁止 
   提出された書類の内容を変更することはできません。 
（３）虚偽の記載をした場合の取扱い 
   応募書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 
（４）応募の辞退 

応募受付後に辞退する場合は、辞退届を提出してください。 
（５）費用負担 
   応募に関して必要となる費用は、応募者の負担とします。 
（６）提出書類の著作権 
   本市が提示する設計図書等の著作権は、大町市及び作成者に帰属し、応募者の

提出する書類の著作権は、それぞれの応募者に帰属します。なお、本事業におい

て公表する場合、その他本市が必要と認めるときは、本市は提出書類の全部又は

一部を使用できるものとします。 
（７）消費税の適格請求書等保存方式（インボイス制度）について 
   令和５年１０月１日から導入が予定される消費税の適格請求書等保存方式（イ

ンボイス制度）において、事業者の登録申請や適格請求書（インボイス）の交付、

交付したインボイスの写しを保存等の新たな事務が発生します。インボイス制度

に関する詳しい内容については、国税庁ホームページの「インボイス制度」をご



 

覧ください。 
 
10 法令等の遵守 
（１）施設の管理業務を行うにあたり、次に例示する法令等その他大町市堆肥センタ

ーの管理を行ううえで必要な法令等を遵守してください。 
 ・地方自治法、地方自治法施行令ほか行政関連法規 
 ・労働基準法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 
 ・雇用保険法、労働者災害補償保険法、労働保険徴収法ほかその他雇用に関する労

働保険関係法規 
 ・健康保険法、厚生年金保険法その他社会保険関係法規 
 ・大町市個人情報保護条例及び同施行規則 
 ・大町市堆肥センター設置及び管理に関する条例及び同施行規則 
 ・水質汚濁防止法 
 ・悪臭防止法 
 ・消防法及び同施行細則 
 ・その他関係法令 

  



 

大町市生活環境課 宛 
(Fax:0261-22-4304) 
(e-mail:seikatsu@city.omachi.nagano.jp) 
 
 

大町市堆肥センター 

指定管理者募集要項の内容等に関する質問票 

（受付期間：令和５年９月１４日（木）～９月２１日（金）17:15 まで） 
 
 

年  月  日 
 

法人名等：                  
 
所 在 地：                   
 
代表者名：                  
 
担当者名：                  
担当者連絡先：                

 
【質問事項】 
 
 
 



 

様式第１号（第２条関係） 

 

大町市公の施設の指定管理者の指定申請書 

 

年  月  日 

 

 

 大町市長 牛越 徹 様 

 

申 請 者 

団体等名 

代表者名           印 

住  所 

連 絡 先 

 

 

 大町市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条の規定による指定

管理者の指定を受けたいので、申請します。 

 

公の施設の名称  

 

 添付書類 

１ 事業計画書（様式第２号）及び収支予算書（様式第３号） 

 ２ 法人にあっては定款又は寄附行為の写し及び登記簿の謄本の写し、その他の団

体にあっては規約その他これに類する書類 

３ 申請団体の前事業年度の業務内容及び経営状況を説明する書類 

４ その他市長等が必要と認める書類 
 



 

様式第２号（第２条関係） 
大町市公の施設事業計画書 

 

申請年月日     年  月  日 

 

施設名：  

団体等名  

代表者名  設立年月日 年  月  日 

団体等所在地  

電話番号  ＦＡＸ番号  

Ｅ-mail  

現在運営している類似施設 所在地 主な業務内容 予定する運営期間 

   開始 年  月 

終了 年  月 

   開始 年  月 

終了 年  月 

   開始 年  月 

終了 年  月 

事業計画（別紙可） 

【管理運営を行うにあたっての経営方針】 

 

 

 

 

【安全・安心面からの管理運営の具体策など特長的な取組】 

 

 

 

 

【施設の管理について】 

 １ 従業員の配置（連絡体制のわかる組織図を含む） 

 

 ２ 従業員の研修計画 

 

 ３ 経理の方法 

 

 



 

【施設の運営について】 

１ 年間の自主事業計画（個別の内容は別紙に記入のこと） 

 

 

 

 

 

２ サービスを向上するための取り組み 

 

 

 

 

 

３ 利用者等の要望の把握及び対応計画 

 

 

 

 

 

４ 施設利用（貸出）に関する具体的な計画 

 

 

 

 

 

５ その他（地域との連携、他施設との連携等） 

 

 

 

 

 

【個人情報の保護の措置について】 

 

 

 

 

 

 

 



 

【緊急時対策について】 

１ 防犯、防災の対応 

 

 

 

 

 

２ その他緊急時の対応 

 

 

 

 

 

【団体等の理念について】 

１ 団体等の経営方針等 

 

 

 

 

 

２ 当施設の管理運営を希望する理由 

 

 

 

 

 

３ その他 

 

 

 

 

【その他】特記すべき事項があれば記入してください 

 

 

 

 

 

 
 



 

自主事業計画書 

事業名 目的・内容等 実施時期・回数 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

  



 

様式第３号（第２条関係） 

大町市公の施設収支予算書 

 

申請年月日     年  月  日 

 

施設名：  

 

団体等名  

収支予算書（別紙可） 

○  年度の収支（単年度の収支を記入してください）   （単位：千円） 

【収入】 

項 目 内   容 金 額 備 考 

    

   

   

   

収入合計（Ａ）  

【支出】 

項 目 内   容 金 額 備 考 

    

   

   

   

   

   

   

   

支出合計（Ｂ）  

【収支】 差引収支額（Ａ）－（Ｂ）   

○指定期間中の収支 

 【指定期間】 

 

       年 

収入総計（Ｃ）   

支出総計（Ｄ）  

期間中差引収支（Ｃ）－（Ｄ）  

○特記事項 

 

 

 
 


